
１ はじめに

家計が金融機関に口座を持つ場合、決済のため

の口座（普通口座）と貯蓄目的の口座を別々に持

つことが一般的である。その際、決済目的口座と

貯蓄目的口座が同じ金融機関にあれば、１つの金

融機関にアクセスするだけで決済と貯蓄の両方の

手続きを済ますことができるので、同じ金融機関

に目的別の口座を持つのが望ましいと予想される。

もし、家計が決済目的と貯蓄目的に異なる金融

機関の口座を選択するならば、その原因として、

１）金融機関によって金利が大きく異なる、２）

金融機関の破綻が生じる危険性に備えて金融資産

を複数の金融機関に分散する、３）異なる金融機

関にアクセスする場合の機会費用の差が小さい、

といったことが予想される。

本研究では、家計レベルの個票データを利用し、

家計が決済目的にも貯蓄目的にも主だって利用し

ている金融機関が同じであるか、あるいは決済目

的と貯蓄目的の目的別に異なる金融機関を利用し

ているのかについて、特に利便性が大きな影響を

与えているのかに着目し、実証的に分析すること

を目的としている。

奥井［２０００］は、同様の研究を行ったが、正確

な利便性に関する情報は得られなかった。今回の

分析で利用したデータからは、家計にとって自宅

や勤務先から最も近い金融機関の情報が得られる

ので、各家計にとっての相対的な利便性が金融機

関の選択に与える影響が分析できる。

本研究では、以下、最も預貯金額（投資額）の

多い金融機関、すなわち貯蓄目的主要金融機関と、

決済口座としての利用金額が最も多い金融機関、

すなわち決済目的主要金融機関とが同じである場

合、その家計は「総合口座を利用している」とい

うことにする。

奥井［２０００．b］では、本研究で利用したデー

タを用い、総合口座利用の有無に家計の属性が与

える影響について分析している。しかし、その中

ではむしろ家計の金融機関選択に重点をおいてい

るため、総合口座に関する分析は簡単なものに終

わっている。ここでは、奥井［２０００．b］の研究

をもとに、総合口座と利便性との関係についてよ

り深く分析を行うものである。

推計結果より、１）総合口座を利用する家計は、

金融機関の選択理由として利便性を重視する傾向

がある、２）総合口座選択確率の推計結果より、

貯蓄総額が低いほど、また勤務先から最も近い金

融機関を決済目的主要金融機関としている家計ほ

ど、総合口座を利用する、３）利用金融機関に対

して収益性を求める家計は、総合口座を利用する

確率が低くなることが示された。

本文の構成は以下の通りである。次節では、利

用データについて説明する。３節では、家計の金

融機関選択状況に関する集計値をみる。４節では
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推計方法について、５節では推計結果について説

明する。６節はむすびである。

２ 利用データ

分析に利用したのは、郵政研究所が委託して行

うアンケート調査「金融機関利用に関する意識調

査（平成１１年度）」（以下、１９９９年意識調査）であ

る。このアンケート調査は平成元年（１９８９年）か

ら全国４，５００世帯を対象に２年ごとに実施してい

る調査で、今回が６回目にあたる。調査地域は全

国で、抽出方法は二段階無作為抽出法による。調

査対象となるのは、世帯人員２名以上の普通世帯

である。調査方法は留置記入依頼法により１）、面

接対象者は世帯主又はその配偶者である。調査の

対象期間は１９９９年１１月２５日～１２月１２日で、回収さ

れたサンプルは３２６７（回収率７２．６％）であった。

５回調査以前と比較して今回の調査で特徴的な

ことは、自宅や勤務先から最も近い金融機関、二

番目、三番目に近い金融機関について尋ねる項目

があるという点である。したがって、それぞれの

家計にとっての金融機関の相対的利便性について

の情報が得られた。

サンプルには以下の限定を加えた。１）世帯主

年齢が２０―５９歳で、世帯主の職業が常勤労働者で

ある、２）決済目的主要金融機関として、都銀、

地銀・第二地銀、長期信用銀行・信託銀行・商工

中金・農林中金、外資系金融機関、信用金庫・信

用組合・労働金庫、郵便局のいずれかを選択して

いる２）、３）自宅や勤務先から最も近い金融機関

について回答している３）。限定を加えた結果、分

析の対象となったサンプル数は９８０となった。

主な変数の特性を図表１に示す。

１）抽出された調査対象世帯に対し、調査員が調査表を持参して調査項目等を説明の上記入を依頼し、数日後に調査員が再び訪問
して記入済みの調査表を点検、回収するもの。

２）サンプルの限定の結果、利用サンプルにおいて、決済目的主要金融機関として長信銀・信託銀行・商工中金・農林中金と外資
系金融機関を選択している家計は０であった。

３）自宅や勤務先の近く（自家用車、自動車、徒歩等、日常利用する交通手段で１０分以内）にある金融機関が無い、と回答してい
る家計はサンプルに含む。

図表１ 変数の特性

変数名 平 均 値 標準偏差 最 小 値 最 大 値

総合口座の有無ダミー変数 ０．６５９ ０．４７４ ０．０００ １．０００

世帯主年齢 ４４．５ ９．０ ２１．０ ５９．０

年収 ６５５．５ ３２１．７ １００．０ ２４００．０

貯蓄総額 ６２２．８ ８５９．８ １００．０ ６０００．０

借入金総額 ６８２．９ １１５７．０ ０．０ ６０００．０

家族人数 ３．９ １．２ ２．０ ８．０

家族内勤労者比率 ０．５１４ ０．２３９ ０．１４３ １．０００

持ち家ダミー変数 ０．６５７ ０．４７５ ０．０００ １．０００

１２大都市ダミー変数 ０．２０２ ０．４０２ ０．０００ １．０００

人口１５万人以上都市ダミー変数 ０．３５７ ０．４７９ ０．０００ １．０００

人口５万人以上都市ダミー変数 ０．２０９ ０．４０７ ０．０００ １．０００

人口５万人未満都市ダミー変数 ０．０４８ ０．２１４ ０．０００ １．０００

郡部ダミー変数 ０．１８４ ０．３８７ ０．０００ １．０００

自宅から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．５３６ ０．４９９ ０．０００ １．０００

勤務先から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．５２２ ０．５００ ０．０００ １．０００

サンプル数 ９８０
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３ 家計の金融機関選択状況

３．１ 金融機関構成比

家計が総合口座を利用している場合、１）決済

目的主要金融機関を貯蓄目的主要金融機関として

も利用するケース、２）貯蓄目的主要金融機関を

決済目的主要金融機関としても利用するケースの

二つが考えられる。１）のケースは、普段使って

いた金融機関に貯蓄口座を開設したという場合で

あるから、別の金融機関を利用した場合の収益性

よりも別の金融機関を利用することで生じる費用

の方が上回っていることが予想される。一方、

２）のケースはローンがある場合、借入を行う金

融機関は貯蓄目的主要金融機関である可能性が高

く、ローン返済の決済にその金融機関が利用され

るようになったと考えられる。このようなケース

では、総合口座の利用は家計の意思ではなく外生

的に生じたものといえる。

決済目的主要金融機関の構成とその金融機関が

総合口座として利用されているか否かを図表２に

示す。

対象としているサンプルは、決済目的主要金融

機関として、都銀、地銀・第二地銀、長信銀等、

外資系、信金・信組、郵便局を選択している家計

に限っている。このうち、長信銀や外資系金融機

関を決済目的主要金融機関として選択しているサ

ンプルは０であった。総合口座を利用する家計は

対象サンプルの６５．９％である。決済目的主要金融

機関では金融機関によって総合口座の有無にそれ

ほど差は大きくないが、決済目的主要金融機関が

郵便局である場合に、総合口座として利用される

比率が高い（７２．６％）ことがわかる。

３．２ 選択理由と総合口座

総合口座を利用している家計はそうでない家計

と比べて、金融機関の選択理由が異なるのであろ

うか。図表３に、最も多く利用している金融機

関４）の選択理由と総合口座利用の有無について示

図表２ 決済目的主要金融機関と総合口座の有無

決済目的主要金融機関／総合口座の有無 有 無 比率（％）

都市銀行 ２０２ １２５ ６１．８
地方銀行・第二地方銀行 ２８０ １４３ ６６．２
信用金庫・信用組合・労働金庫 １０３ ４３ ７０．５
郵便局 ６１ ２３ ７２．６

合計 ６４６ ３３４ ６５．９

注：比率は総合口座有の比率を示す。

図表３ 最も多く利用している金融機関の選択理由と総合口座の有無（複数回答）

選択理由／総合口座の有無 有 無 合 計 比率（％）

自宅や勤務先、よく行く場所に近いから ５６０ ２９１ ８５１ ６５．８
商品の利率、利回りが良いから １６ １４ ３０ ５３．３
金融以外のサービスを同時に受けられるから ４５ ２２ ６７ ６７．２
外務員が訪問してくれるから ６８ ３３ １０１ ６７．３
いろいろな相談にのってくれるから ２３ １１ ３４ ６７．６
店舗数が多いから １６８ ９４ ２６２ ６４．１
名の通った金融機関で信頼が高いから １１５ ７８ １９３ ５９．６
勤め先との関係で １７０ ８９ ２５９ ６５．６
経営内容が優れているから １３ ８ ２１ ６１．９

合計 ６４６ ３３４ ９８０ ６５．９

注：図表２に同じ
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す。金融機関の選択理由は複数回答である。

自宅や勤務先に近いこと、金融以外のサービス

を受けられること、外務員のサービスなど、利便

性を重視した理由を選択している家計では、総合

口座を利用している比率が高いことがわかる。一

方、商品の利率、利回りを選択理由として選択し

ている家計では、総合口座を利用している比率が

若干低くなることがわかる。総合口座を選択する

家計では、収益よりも利便性を重視する傾向があ

ることが伺える。

３．３ 利便性と決済目的主要金融機関

図表３にあるように、最も多く利用している金

融機関の選択理由で一番多いのは、「自宅や勤務

先、よく行く場所に近いから」である（９８０中８５１）。

そこで、決済目的主要金融機関は実際に自宅や勤

務先から最も近い金融機関が選択されているのか

をみることにする。図表４では、自宅から最も近

い金融機関、勤務先から最も近い金融機関と、決

済目的主要金融機関とのクロス表である５）。

表から、都銀、地銀・第二地銀、信金・信組に

ついては、これらの金融機関が自宅や勤務先から

図表４ 自宅や勤務先から最も近い金融機関と決済目的主要金融機関

自宅から最も近い金融機関

決済目的主要金融機関

都 銀 地 銀 信金等 郵便局 合 計

都銀 １５７ １２ ６ ５ １８０
地銀・第二地銀 ３７ ２３７ １０ １３ ２９７
長信銀・信託銀行・商工中金・農林中金 ０ ２ １ ０ ３
信用金庫・信用組合・労働金庫 ３２ ２７ ８５ ８ １５２
郵便局 ８５ １０２ ３７ ４６ ２７０
農協・漁協 ７ ２３ ６ ８ ４４
証券会社 １ ０ ０ ０ １
金融機関共同の自動機械 ７ ２０ ０ ３ ３０

合計 ３２６ ４２３ １４５ ８３ ９７７

自宅の近くにはない ３

勤務先から最も近い金融機関
決済目的主要金融機関

都 銀 地 銀 信金等 郵便局 合 計

都銀 １８８ ４０ １２ １５ ２５５
地銀・第二地銀 ２６ ２１６ １７ １３ ２７２
長信銀・信託銀行・商工中金・農林中金 １ ２ ０ ０ ３
信用金庫・信用組合・労働金庫 ２２ ２０ ６８ ６ １１６
郵便局 ５０ ７２ ２８ ４０ １９０
農協・漁協 ４ １１ ５ ３ ２３
生命保険会社 １ ２ １ ０ ４
消費者金融会社 ０ １ ０ ０ １
金融機関共同の自動機械 １７ ４１ ５ ３ ６６

合計 ３０９ ４０５ １３６ ８０ ９３０

勤務先の近くにはない ５０

４）利用したアンケート調査からは決済目的主要金融機関や貯蓄目的主要金融機関の選択理由についての情報は得られないが、
「ATM／CDを利用する、支店も窓口へ行く、営業員に訪問してもらう、電話やインターネットでやりとりするなど、取引の
ため日ごろ接触する頻度が最も高い金融機関」の選択理由について尋ねているので、それを利用した。

５）ただし、ここでは金融機関の業態までしかわからないので、自宅や勤務先から最も近い金融機関と決済目的主要金融機関とが
同じ業態である場合は、同じ業態の異なる金融機関を選択している可能性がある。しかし、郵便局ではそのような問題は生じ
ないし、手数料はかかるが銀行間の決済は可能であることから、それほど大きな問題とは思われない。
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最も近い金融機関であれば、決済目的主要金融機

関としてもその金融機関が選択される比率が高い

ことがわかる。一方、自宅や勤務先から最も近い

金融機関が郵便局である場合は、郵便局以外の金

融機関、特に地銀や都銀が決済目的主要金融機関

である比率の方が高い。図表３より、勤め先との

関係を選択理由としているサンプルも多く（９８０

中２５９）、距離以外の要因も決済目的主要金融機関

の決定に影響していることがわかる。そうはいっ

ても、この節の結果から、決済目的主要金融機関

の選択には利便性が少なからず重視されているこ

とが明らかである。

４ 分析方法

家計が総合口座を利用する場合は、３．１節で述

べたように二つのケースが考えられる。それぞれ

のケースによって、家計の総合口座選択過程は異

なる段階を踏むことになる。まず、１）のケース

では、一段階目で決済目的主要金融機関をどこに

するかという選択がなされ、２段階目で決済目的

主要金融機関を総合口座として利用するかという

選択がなされる。一方、２）のケースでは、一段

階目で貯蓄目的主要金融機関の選択がなされ、２

段階目で貯蓄目的主要金融機関からの借入が生じ

ていた場合に、その金融機関が決済口座としても

利用されることになるというものである。した

がって、２）のケースでは、ローン返済等の必要

性から家計の意思と独立して決まると考えられる

ので、本研究では特に１）のケースに着目するこ

ととする。

推計はプロビット・モデルにより行う。家計が

総合口座を利用している場合に１、利用していな

い場合に０をとるダミー変数を被説明変数とし、

それを、家計の属性や利便性の代理変数で回帰す

る。利便性の代理変数には、決済目的主要金融機

関と自宅から最も近い金融機関とが同じ金融機関

である場合に、「自宅からの利便性を重視するダ

ミー変数」、決済目的主要金融機関と勤務先から

最も近い金融機関とが同じ金融機関である場合に、

「勤務先からの利便性を重視するダミー変数」と

して、説明変数に加えた。その他の説明変数は、

世帯主年齢、年収対数、貯蓄総額対数、借入金額

対数、家族人数、家族内勤労者比率６）、持ち家ダ

ミー変数、都市規模ダミー変数７）である。

家計が利用する決済目的主要金融機関を総合口

座として利用する場合、貯蓄目的主要金融機関と

して他の金融機関を利用する場合に比べて、機会

費用を削減することができる。一方で、他の金融

機関を貯蓄目的主要金融機関として選択していた

場合に得られたはずの収益が失われる。このよう

な費用と便益との関係を考慮して、家計は総合口

座の利用を決定するとしよう。この時、説明変数

の予想される符号は以下のようになる。

まず、世帯主年齢が高いほど遠くの金融機関に

アクセスするのが億劫となるのであれば、総合口

座を選択することによる便益が大きいため、世帯

主年齢はプラスの符号が予想される。年収が高い

家計、あるいは家族内の勤労者比率が高い家計で

は、遠くの金融機関にアクセスした場合に、アク

セスせずに働いていたら得られたはずの所得、す

なわち、機会費用が大きいため、総合口座を利用

した場合の便益が大きい。そのため符号はプラス

となることが予想される。一方、貯蓄総額が高い

家計は、金利を重視して預けた方が収益が高くな

るので、マイナスの符号が予想される。

さらに、自宅や勤務先から最も近い金融機関が

６）職業を持っている人の人数を家族人数で割った値。
７）都市規模は１２大都市を基準として、人口１５万人以上都市、人口５万人以上都市、人口５万人未満都市、郡部の４つのダミー変

数を加えた。
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決済目的主要金融機関となっている家計では、そ

の金融機関を貯蓄目的主要金融機関とすることで、

機会費用を低く抑えることができる。そのため、

自宅や勤務先からの利便性重視ダミー変数の符号

はプラスが予想される。

また、家計の属性等を考慮した後も、どの金融

機関を決済目的主要金融機関としているかが、家

計の総合口座利用の選択に影響を与えているかを

考慮し、決済目的主要金融機関ダミー変数を加え

た。決済目的主要金融機関ダミー変数は、都銀を

ベースとして、地銀、第二地銀、信金・信組、郵

便局のそれぞれを選択している場合に１、それ以

外は０とするダミー変数である。

５ 分析結果

５．１ 総合口座選択確率の推計結果

プロビット・モデルによる、総合口座選択確率

の推計結果を図表５に示す。

右列は説明変数に決済目的主要金融機関ダミー

変数を加えた推計結果である。図表では限界効果

を示している。これは、説明変数が平均周りで１

単位変化した時に総合口座の選択確率が何ポイン

ト変化するかを示すものである。ダミー変数に関

しては、ダミー変数が１である場合に０である場

合に比べて選択確率が何ポイント変化するかを示

している。

まず、左列の結果からみよう。貯蓄総額対数が

マイナスに、勤務先からの利便性重視ダミー変数

がプラスに有意であるが、それ以外の変数は有意

ではない。貯蓄総額対数がマイナスに有意である

ことは、貯蓄総額が多いほど、決済目的主要金融

機関と異なる金融機関に貯蓄目的の口座を設ける

ことによって生じるコストよりも、それによって

得られる収益の方が高くなることを反映した結果

であるといえよう。自宅からの利便性ダミー変数

は有意ではなかったが、勤務先からの利便性重視

図表５ 総合口座選択確率推計結果（プロビット・モデル）

変数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

世帯主年齢 ０．００１８ ０．００２１ ０．００１４ ０．００２１

年収対数 －０．００７８ ０．０４０２ ０．００２３ ０．０４０６

貯蓄総額対数 －０．０７５９ ０．０１６６＊＊＊ －０．０７７３ ０．０１６７＊＊＊

借入金総額対数 －０．００６７ ０．００５３ －０．００６７ ０．００５３

家族人数 －０．０１７０ ０．０１５３ －０．０２０４ ０．０１５４

家族内勤労者比率 ０．０７５１ ０．０７８８ ０．０６４６ ０．０７９３

持ち家ダミー変数 ０．０３２５ ０．０４０５ ０．０３６９ ０．０４１１

自宅から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０２１１ ０．０３２３ ０．０１３１ ０．０３２７

勤務先から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０８１０ ０．０３２２＊＊ ０．０８９４ ０．０３２５＊＊＊

決済目的主要金融機関（地銀） ０．０３８２ ０．０３７１

決済目的主要金融機関（信金・信組） ０．０８８７ ０．０４６０＊

決済目的主要金融機関（郵便局） ０．１１３４ ０．０５３２＊

人口１５万人以上都市ダミー変数 ０．００２０ ０．０４２５ －０．００３７ ０．０４２９

人口５万人以上都市ダミー変数 ０．０４３３ ０．０４７０ ０．０３２９ ０．０４８０

人口５万人未満都市ダミー変数 ０．０７８２ ０．０７２９ ０．０６５０ ０．０７５７

郡部ダミー変数 ０．０４３２ ０．０５００ ０．０１９０ ０．０５３０

選択確率 ０．６５９２ ０．６５９２

説明変数の平均値における選択確率 ０．６６４７ ０．６６５７

擬似決定係数 ０．０３５２ ０．０３９８

サンプル数 ９８０ ９８０

＊＊＊……１％水準で有意、＊＊……５％水準で有意、＊……１０％水準で有意。
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選択理由は、１．自宅や勤務先、よく行く場所に近いから、２．商品の利率、利回りが良いか
ら、３．金融以外のサービス（郵便局の郵便など）を同時に受けられるから、４．外務員が訪
問してくれるから、５．いろいろな相談にのってくれるから、６．店舗数が多いから、７．名
の通った金融機関で信頼が高いから、８．勤め先との関係で、９．経営内容が優れているから、
である。�

ダミー変数はプラスであり、これも予想された結

果である。

続いて、説明変数に決済目的主要金融機関ダ

ミー変数を加えた結果をみることにする（右列）。

決済目的主要金融機関ダミー変数のうち、信金・

信組と郵便局が有意にプラスとなる。この結果よ

り、家計の属性をコントロールしても尚、信金・

信組や郵便局が決済目的主要金融機関である場合

に、都銀が決済目的主要金融機関である場合に比

べて総合口座として利用される確率が高くなると

いうことが示された。地銀が決済目的主要金融機

関である場合は、総合口座として利用される確率

は都銀と差がない。他の要因をコントロールした

後も、金融機関によって総合口座として利用され

る確率に差が生じるという結果は興味深い。

５．２ 金融機関選択理由を考慮した総合口座選択

確率の推計

総合口座選択確率の推計結果より、他の要因を

取り除いても、決済目的主要金融機関が信金・信

組や郵便局である場合に、都銀に比べて総合口座

として利用される確率が高くなることが示された。

この結果から、選択されている金融機関によって、

家計の属性とは独立した隠れた要因との相関が存

在していることが予想される。例えば、年収や貯

蓄総額、世帯主年齢、家族人数といった属性が同

じであっても、利便性や収益に対する考え方には

個別の差がある８）。

８）西久保［１９９８］は、ラダリング法といわれる手法を用い、消費者が金融商品を選択する際、いくつかの心理的なステップを含
んでいることを明らかにした。この方法は労力やコストはかかるが、消費者の心理の変化を追うには優れているものと思われ
る。

図表６ 最も利用する金融機関の選択理由の決済目的主要金融機関別比率
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そこで最も利用する金融機関の各選択理由（複

数回答）の構成を、決済目的主要金融機関別に示

してみよう（図表６）。

図表より、金融機関によって、各選択理由の比

率にばらつきがあることがわかる。１の「自宅や

勤務先、よく行く場所に近いから」や、８の「勤

め先との関係で」を選択している家計は、金融機

関間でそれほど差がないが、３の「金融以外の

サービスを同時に受けられるから」は決済目的主

要金融機関が郵便局である場合に比率が高く、４

の「外務員が訪問してくれるから」では信金・信

組の比率が高い。これらの結果は、郵便局や信

金・信組のサービスの特徴をよく反映していると

いえる。６の「店舗数が多いから」は、信金・信

組で比率が低い。また、７の「名の通った金融機

関で信頼が高いから」は都銀や地銀で比率が高い。

この結果から、近年、都銀や地銀の破綻が相次い

でいるにもかかわらず、信頼性の高い都銀や地銀

は健在であることが伺える。

金融機関の選択理由が決済目的主要金融機関に

よってばらつきのあることが示されたことから、

決済目的主要金融機関ダミー変数が有意であると

いう推計結果より、家計による金融機関選択の際

の考え方の違いが総合口座の選択に影響している

可能性がある。そこで、説明変数に、金融機関選

択理由ダミー変数を加えた推計を行った。

主な選択理由として、「収益性」と「安全性」

に着目した。収益性のダミー変数は、最も利用す

る金融機関の選択理由として、「商品の利率、利

回りが良いから」を選択している場合に１、それ

以外は０をとる。安全性のダミー変数は、最も利

用する金融機関の選択理由として、「名の通った

金融機関で信頼が高いから」あるいは「経営内容

が優れているから」を選択している場合に１、そ

図表７ 総合口座選択確率推計結果（プロビット・モデル）

説明変数に金融機関選択理由を追加

変数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

世帯主年齢 ０．００１４ ０．００２１ ０．０００９ ０．００２１
年収対数 －０．００３５ ０．０４０２ ０．００６６ ０．０４０６
貯蓄総額対数 －０．０６８４ ０．０１６９＊＊＊ －０．０７００ ０．０１６９＊＊＊
借入金総額対数 －０．００６８ ０．００５４ －０．００６６ ０．００５４
家族人数 －０．０１８１ ０．０１５３ －０．０２０７ ０．０１５４
家族内勤労者比率 ０．０６９０ ０．０７９０ ０．０６０７ ０．０７９５
持ち家ダミー変数 ０．０２９８ ０．０４０８ ０．０３４５ ０．０４１２
自宅から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０１９１ ０．０３２４ ０．０１２４ ０．０３２７
勤務先から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０７９６ ０．０３２３＊＊ ０．０８７５ ０．０３２６＊＊＊
決済目的主要金融機関（地銀） ０．０３０５ ０．０３７３
決済目的主要金融機関（信金・信組） ０．０８０４ ０．０４６９
決済目的主要金融機関（郵便局） ０．１１６６ ０．０５３２＊＊
人口１５万人以上都市ダミー変数 ０．００３２ ０．０４２６ －０．００１４ ０．０４３０
人口５万人以上都市ダミー変数 ０．０４１５ ０．０４７３ ０．０３３４ ０．０４８１
人口５万人未満都市ダミー変数 ０．０７６９ ０．０７３２ ０．０６７０ ０．０７５６
郡部ダミー変数 ０．０４０６ ０．０５０３ ０．０１９２ ０．０５３１
金融機関選択理由（収益性） －０．１２００ ０．０５５６＊＊ －０．１２５６ ０．０５６２＊＊
金融機関選択理由（安全性） －０．０３４７ ０．０３３８ －０．０２５６ ０．０３４０

選択確率 ０．６５９２ ０．６５９２
説明変数の平均値における選択確率 ０．６６５１ ０．６６６１
擬似決定係数 ０．０４０４ ０．０４４８
サンプル数 ９８０ ９８０

＊＊＊……１％水準で有意、＊＊……５％水準で有意、＊……１０％水準で有意。
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れ以外は０をとる。

推計結果を図表７に示す。推計結果より、収益

性のダミー変数が有意にマイナスとなった。一方

で、決済目的主要金融機関ダミー変数を加えた右

列の結果では、決済目的主要金融機関が信金・信

組のダミー変数は有意でなくなった。安全性のダ

ミー変数は有意でなかった。利用金融機関に収益

性を求める家計では、総合口座を利用せず、貯蓄

目的主要金融機関には収益性を重視した金融機関

を選択しているといえる。この結果より、家計の

属性をコントロールしてもなお収益性に対する家

計の考え方の違いが総合口座利用の選択に影響を

与えていることがわかる。

６ むすび

本研究では、家計が決済目的主要金融機関と貯

蓄目的主要金融機関として同じ金融機関を利用す

る場合に、その家計は「総合口座を利用する」と

定義し、家計の属性が総合口座の利用の有無にど

のような影響を与えるかを、特に利便性との関係

から分析した。結果より、１）総合口座を利用す

る家計は、金融機関の選択理由として利便性を重

視する傾向がある、２）総合口座選択確率の推計

結果より、貯蓄総額が低いほど、また勤務先から

最も近い金融機関を決済目的主要金融機関として

いる家計ほど、総合口座を利用する、３）利用金

融機関に対して収益性を求める家計は、総合口座

を利用する確率が低くなることが示された。

奥井［２０００．b］では、自宅から最も近い金融

機関を決済目的主要金融機関としている場合に１、

それ以外は０をとるダミー変数も総合口座選択確

率に対してプラスに有意であったが、本研究では、

サンプルの限定や利用した説明変数が異なること

もあり、この変数は有意ではなかった。しかし、

それ以外の有意な変数は、奥井［２０００．b］の結

果と同じである。

また、推計結果より、家計属性や金融機関の近

さに加えて、収益性、安全性といった家計の金融

機関選択に対する考え方の影響を取り除いた後も、

郵便局を決済目的主要金融機関としている家計で、

総合口座を利用する確率が高くなるという結果が

得られている。図表１より、「金融以外のサービ

スを同時に受けられるから」という選択理由が、

郵便局で特に高くなっており、金融以外のサービ

スの存在が、総合口座の利用を決める際にも影響

を及ぼしている可能性があろう。

金融市場の規制緩和が進むにつれ、今後はます

ます金融機関間の競争が激しくなることが予想さ

れる。金融機関にとって、家計の総合口座として

利用されることは、リテール部門の充実に繋がる

であろう。本研究結果は、金融機関が今後の戦略

を考える上でも示唆を与えるものと思われる。

本研究は１時点のクロスセクション分析による

ものであるが、ここで得られた結果が、普遍的な

ものであるのか、その時点における経済状況等、

外生的な要因が大きく影響しているのかを知る必

要がある。そのためにも、今後は異時点間での比

較が必要となろう。
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